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活動概要

正会員・賛助会員 意見交換例

観点 100円から買えるST 100万円から買えるST

対象投資家層

対象資産

ライセンス

仕組み

最小購入価格が100円と100万円の2種類のSTがあるとして、これらはどのような
証券でしょうか。両方もしくは興味のあるほうをお答えください。
※どういう形態でSTを発行したいか、現状の法規制と照らし合わせながら議論しましょう。

2020/1/14に金融庁から発表があった、STO法令に関して、自社のビジネスに対
する影響や、パブコメとして意見しない内容について、ご発言ください。

会員総会 意見交換例



代表理事：並木智之（株式会社クニエシニアマネジャー）
代表理事：増田剛（株式会社クロスデジタル代表取締役）

理事：成本治男（TMI総合法律事務所パートナー弁護士）
理事：斉藤賢爾（一般社団法人ビヨンドブロックチェーン代表理事）
理事：増田一之（株式会社ブロックチェーンハブ代表取締役）

監事：榊正壽（元 EY新日本有限責任監査法人シニアパートナー）

シニアアドバイザー：北城恪太郎（日本アイ・ビー・エム株式会社名誉相談役）
シニアアドバイザー：川村嘉則（株式会社三井住友銀行元副頭取）

アドバイザー：河合健（アンダーソン・毛利・友常法律事務所パートナー弁護士）

プロフェッショナルファーム・金融機関等での業務経験を有し、ブロックチェ
ーンにも精通したエキスパートによる運営。

運営体制



● 海外の知見・先進ユースケース研究を目的
● ネットワーキングイベントを共催
● 共同でSTOに関するレポートを執筆（Securitize）

セキュリティトークン発行プラットフォーマーのリーディングカンパニーであ
るSecuritize（米）およびTokeny（ルクセンブルク）とパートナーシップ締結

Securitize Inc. CEO他 Tokeny CEO他

パートナー



Slack

全会員
共通

正会員
賛助会員
1口2名

1/24現在、142名

STに興味がある集まりとして、日本最大規模

関連ニュースのピックアップ
イベント情報の配信
会員間のコミュニケーション
個別の打ち合わせ





セキュリティトークン関連セミナー・イベントを主催するほか、金融・不動産
業界の各種団体のイベントに登壇する等、気運の醸成に尽力。

2019年5月
2019年6月
2019年7月
2019年8月

2019年9月

2019年10月

2019年11月

2019年12月
2020年1月

協会発足（株式会社ブロックチェーンハブ創業支援プログラムにより）
Securitizeとミートアップイベント共催
設立記念セミナー（全4回）開催
国内企業を対象としたST意識調査実施
金融庁と意見交換開始
不動産証券化に関するパネルディスカッションを開催
セキュリティトークンに取組む企業ピッチを開催
法令セミナーの開催
JSTA会員総会開始
Securitizeとミートアップイベント共催
STキャッチアップ勉強会開始
JSTAコミュニティ発の不動産証券化実証実験開始
Tokenyとミートアップイベント共催
セキュリティトークンセミナー（大阪）
国内不動産市場に関するSTレポート公表
STOに関する法令の意見交換会開始

沿革・活動実績



● 運営委員会の発足
技術（IT課題）
制度（法・規制課題）
ビジネス（ビジネスモデル、ガイドラインの検討）

● 金融庁（及び国土交通省・法務省）に向けたパブリックコメントを策定

● ミートアップ、勉強会、各種団体協賛イベント等の開催継続

● JSTAコミュニティ発のプロジェクトの支援

主な計画



STOの課題とJSTAの対応

● 国内におけるSTのメリットの確認

● 技術が未成熟

● 情報漏洩、ハッキングなどの事故リスクの高さ

● 費用対効果が不透明

● レピュテーションリスク（Scam ICOと同一視）

● 情報不足

PoC相談・
マッチング

ロビー活動● ガイドラインが存在しないことによる負荷

ICOとの違いな
ど勉強会開催

金融庁・国土交通省



団体の比較

名称 動向 備考

日本仮想通貨ビジネス協会

（JCBA)

「新たなICO規制についての提言」について、と

題し、金融庁等に提言（2019.3.8）

仮想通貨交換事業者が主体。

会員111社。

新経済連盟 ブロックチェーンWGにて、新経済連盟がブロッ

クチェーンと暗号資産に関する要望を金融担当

大臣ほか関係大臣宛てに提出(2019.7.30)

楽天が牽引。

会員527社。

ST研究コンソーシアム MUFGが牽引。SecuritizeやLayerXが技術面のサ

ポートを行う。不動産や社債、知的財産などを

デジタル証券として取引するプラットフォーム。

2020年度中のサービス開始を目指す。11/6に設

立

MUFG陣営とKDDI陣営を中心にNTTな

ど20社超の大手企業

日本STO協会 SBI証券の北尾氏が主導して10/1に設立。

STO認定自主規制団体を目指す。

議員連盟が参加していたセキュリティトークン

事業者協会は引き継がれる形となった。

証券会社中心・一項有価証券中心

セカンダリーマーケットの担い手

SBI、カブドットコム、大和、野村、マ

ネックス、楽天

日本セキュリティトークン協会

（JSTA）

勉強会、パネルディスカッション、企業ピッチ、

など、イベントを積極的に実施。プロジェクト

のオブザーバーにもなる。

Securitize、Tokenyと提携。

エコシステムの拡大を目指す。5/27に設立。

会員15社。不動産、クラウドファンデ

ィング、法律、コンサル、ITベンダー等、

ST業界に関連する各種プレイヤーが加

入。



会員の主なメリット

会員のセキュリティトークンビジネスが加速します。

会員申請は協会Webから。

ゲスト会員（無料）

大歓迎！

×情報収集
〇情報交換




